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研究成果の概要（和文）：技術の進歩、特にAI技術やロボットによる自動化が進む中、その労働市場への影響が
注目されている。本研究では、技術革新が雇用や賃金に与える影響を、労働市場の摩擦を考慮した動学的一般均
衡（Dynamic General Equilibrium）モデルを用いて理論的かつ数量的に分析した。研究の成果はセミナー等で
報告し、査読付きの海外学術雑誌に投稿した。また、労働市場の摩擦を分析する標準的な枠組みであるサーチ・
マッチング理論に関する追加研究も行い、その成果は海外学術雑誌に掲載された。

研究成果の概要（英文）：Amid the advancement of technology, mainly through AI and automation by 
robots, its impact on the labor market is gaining significant attention. This study theoretically 
and quantitatively analyzed the effects of technological progress on employment and wages using a 
Dynamic General Equilibrium (DGE) model with labor market frictions. The findings were presented at 
seminars and submitted to peer-reviewed international academic journals. Additionally, during this 
research, supplementary studies on search and matching theory, which is a standard framework for 
analyzing labor market frictions, were conducted. The results of these supplementary studies have 
also been published in peer-reviewed international academic journals.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
急速に進歩するAI技術やロボットの自動化は、人々の作業を軽減または置換しつつあり、こうした中、技術進歩
が労働市場に与える影響が学術界や政策当局から注目されている。本研究は、ロボットの自動化やAI技術が雇用
と賃金に与える影響を分析した。従来の研究は「完全競争理論」に基づいていたため、失業の影響を明示的に扱
えなかったが、本研究は労働市場の摩擦を理論モデルに導入することで、技術革新が失業に与える影響を分析可
能にした。技術革新のプラスの影響を享受しつつ、マイナスの影響を軽減することは政策当局にとって重要であ
り、本研究の結果は経済政策の検討に有益な示唆を提供している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 

AI 技術やロボットによる自動化など、技術革新が急速に進んでいる。これらの技術革新によって、
人々が従事してきた作業が軽減されたり、置き換わられたりする状況が見られる。このような変化に伴い、
技術革新が労働市場に与える影響が学術界や政策当局の注目を集めている。 

英オックスフォード大学のカール・フライ博士とマイケル・オズボーン教授の研究（Frey and Osborne, 
2017）によれば、今後 10～20 年間で技術進歩によって、米国労働者の 47％が仕事を取って代わられ
るリスクが高いとされている。一方で、OECD（2019）は機械に置き換えられる可能性の高い仕事の割合
を OECD 加盟 32 か国では 14％、米国では約 10％としている。また、米マサチューセッツ工科大学のア
セモグル教授らの研究（Acemoglu and Restrepo, 2020）は、ロボットが米国における雇用と賃金にマイナ
スの影響を与えていたことを示している。さらに、国際通貨基金(IMF)のバーグ博士らの論文（Berg et al. 
2018）は、ロボット技術の進展が所得格差に与える影響をシミュレーション分析し、ロボットと共存しやす
い高学歴労働者とそうでない低学歴労働者の間で所得格差が大きく悪化することを示している。 

当該研究を開始した時点では、上述のように、ロボットや AI 技術がどの程度人々から仕事を奪うのか
という問いに対しては、欧米の研究グループが活発に分析を進めていた。しかし、それらは、「完全競争
理論」を基礎としており、失業を明示的に扱うことが出来なかった。 

一方、失業を明示的に扱うことができる数理モデルである「サーチ理論」により、技術革新が雇用に与
える影響を分析した研究は、Aghion and Howitt (1994, 1998)、Mortensen and Pissarides (1998)、
Pissarides and Vallanti (2007)など既に存在していた。サーチモデルに基づくと、技術革新が雇用に与
える影響は新技術が仕事に体化されているかどうかに依存する。ただし、これら既存研究においては、
技術進歩は「労働者の生産性を高める」という効果を持つようにモデル化されてきたため、人間の代わり
にロボットを導入する様子を記述できない。また、労働市場だけに注目したモデルであるため、経済政
策の役割を分析するには不十分な分析枠組みとなっている。以上が、研究開始当初の背景である。 
 
参考文献： 
· Acemoglu.D, Restrepo. P., 2020. Robots and Jobs: Evidence from US Labor Markets. Journal of 

Political Economy 128(6), 2188–2244. 
· Aghion, P., Howitt, P., 1994. Growth and unemployment. Review of Economic Studies 61, 477–

494. 
· Aghion, P., Howitt, P., 1998. Endogenous Growth Theory. MIT Press, Cambridge, MA. 
· Berg, A., Buffie, E. F., Zanna, L-F., 2018. Should we fear the robot revolution? (The correct 

answer is yes) Journal of Monetary Economics 97, 117-148. 
· Frey, C. B., Osborne M. A., 2017. The future of employment: How susceptible are jobs to 

computerisation?”Technological Forecasting & Social Change 114, 254-280. 
· Mortensen, D.T., Pissarides, C.A., 1998. Technological progress, job creation, and job destruction. 

Review of Economic Dynamics 1, 733–753. 
· OECD, 2019. OECD Employment Outlook 2019 The Future of Work. 
· Pissarides, C. A., Vallanti, G., 2007. The impact of TFP growth on steady-state unemployment. 

International Economic Review 48, 607-640. 
 
２．研究の目的 
 
当該研究の目的は、①AI やロボットなどの技術革新が労働市場に与える影響を理論的、数量的に解明
することと、②技術革新が経済に与えうるマイナス影響を経済政策・制度がどのように緩和できるかを分
析することである。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、ロボットによる自動化や人工知能（AI）技術などの技術革新が労働市場、とりわけ雇用、賃
金に与える影響を、労働市場の摩擦を考慮した動学的一般均衡(DGE)モデルを用いて、カリブレーショ
ンならびにシミュレーションの手法で理論的・数量的に分析した。具体的には、マクロ経済学において、
失業を分析する際の標準的な分析枠組みとなっているサーチ理論と DGE モデルを融合し、資本増加
的（capital augmenting）な技術進歩が失業、賃金に与える影響を分析した。 

ロボットや AI 技術がどの程度人々から仕事を奪うのかを分析した既存研究は、「完全競争理論」を基
礎としているため、失業を明示的に扱うことが出来ないのに対して、本研究はサーチ理論の枠組みを利
用することで、技術革新が労働市場に与える影響を分析する際に、失業を明示的に取り扱うことで、より
深い考察が可能となった。 

サーチ理論を用いて労働市場をモデル化する方法はすでに学界で確立されているが、その枠組み
でロボットや AI 技術などの高度科学技術が議論されたことがないため、本研究の新規性が高いと考え
られる。また、先行研究（例えば、Berg et al., 2018）では、高度科学技術がどの程度賃金格差を拡大さ
せるかなどのシミュレーション結果は知られているものの、極めて重要な経済統計のひとつである「失業
率」に関する予測結果がまだ存在していなかったことを考えると、本研究の分析に一定の学術的価値が
あると思われる。 



理論モデルには、技術革新が失業を減少させるケースと増加させるケースの両方が存在し、どちらの
状況が発生するかについてのカットオフについても数量的に分析した。 
 
４．研究成果 
 
技術革新が雇用や賃金に与える影響を、労働市場の摩擦を考慮した動学的一般均衡（Dynamic 
General Equilibrium）モデルを用いて理論的かつ数量的に分析した。研究の成果はセミナー等で報告
し、査読付きの海外学術雑誌に投稿した。 

また、労働市場の摩擦を分析する標準的な枠組みであるサーチ・マッチング理論に関する追加研究
も行い、"Do General Equilibrium Effects Matter for Labor Market Dynamics? "という論文を査読付海外
学術雑誌 Economic Modelling に、"Time Aggregation and Unemployment Volatility"という論文を査読
付海外学術雑誌 Economics Bulletin に掲載した。 

さらに、AI やロボットによる自動化など現在進行中の第 4 次産業革命は雇用・労働市場に大きな影響
をもたらすとみられているが、これに関する一般の理解を深めるために、『101 のデータで読む日本の未
来』（PHP 研究所）、『51 のデータで明かす日本経済の構造』（PHP 研究所）、『一人負けニッポンの勝機 
世界インフレと日本の未来』（ウェッジ）を執筆し、出版した。 
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